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存在が注目を集めている。本稿では、このような活動を行う NPO を「災害 NPO」1と
名付け、災害 NPO の活動やそれを支援する中間支援組織についての概要を述べる。 
そもそも、NPO の活動が日本社会の中で話題になったのは、1995 年の阪神・淡路
大震災におけるボランティアがきっかけである。この大震災では、当時 1 日 6 万人、










がポイントである（田中 1998: 18）。 
以上のようなボランティアの制度不備という背景をうけて、我が国では 1998 年に
「特定非営利活動促進法」（NPO 法）が制定され、施行されることとなった。この法
案施行後、NPO 法人の認証は、約 1 年半で 1700 件、2 年半で 3800 件、3 年半で 6500
件を超え、NPO 法人の数は現在もなお増え続けている（内閣府 2012）。さらに、2001
年には NPO 法人の税制優遇も認められ、NPO の体制はさらに整えられていった。 
NPO 活動の目的としては、NPO 法 2 条 1 項によって保健・医療から福祉・まちづ
くりの推進等、様々なものが認められており、その中には災害復興支援活動も含まれ




                                                  
1 なお、通常時は災害に関する活動を行っていなくとも、災害発生時に被災者や被災地支
援活動を行った NPO もある。宮城県（2011）は、東日本大震災において、そのような
NPO も NPO 法に基づく団体として認可していることから、ここでは災害に関わる活動を
行ったという点において、広義の災害 NPO として含めることにする。 





ということ」を（吉田 2003: 348）、その後の活動に生かしているという特徴がある。 













災者へ安心感を与えるという KOBE の教訓が生かされていた。 
その他、2007 年の石川県能登半島地震、中越沖地震、2008 年の岩手・内陸沖地震

















る（秋山 1995; 柏木 1995; 青田・室崎 2003; 渥美･杉万 2003; 吉田 2003; 金子







それぞれの NPO の育成支援をはかる組織」（高橋・保坂 2003: 97）と定義されてお
り、この組織の役割には、①インキュベータ（NPO の育成）、②インターミディアリー




ち上げられており、行政と NPO の連絡・調整、NPO 間の連携強化、情報共有等を行っ




















 ここでは、筆者がフィールドワークを行ったれんぷくについて、2011 年 3 月末から




























ナルサポートセンタ （ー以下 PSC）、被災者を NPO とつないで支える合同プロジェク
ト（以下つなプロ）、せ・みという、震災復興支援を行う 5 団体が連携した組織であっ






 以上のように、設立当初は会議の主催を中心としていたれんぷくだが、2011 年 7 月




た地域活性事業を専門とし、2011 年 3 月まで新潟県での事業立ち上げを行っていた。
東日本大震災が発生すると、3月17日にはれんぷく連携5団体のうちのひとつである、
つなプロの被災者支援に参加し、自らも本部長を務めている。S さんは震災を機に宮
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た。 
















































なお、当初の連携協力 5 団体のうちのひとつである JPF は、この頃かられんぷくの
事業を財政的・人員的ともにサポートしており、れんぷくやその母団体のせ・みとよ
り密接な関係を構築していった。JPF のスタッフの中にも、れんぷくへ出向という形
で、D さんや K さん、U さんという、会議等の運営から県支援物資の配布や新体制の
業務に至るまで業務を担当している人物がいた。 
さらに、2011 年 11 月からは、他 NPO 法人の「右腕事業」を通して、30 代男性の
F さんが新たにれんぷくのスタッフとなった。この「右腕事業」とは、被災地のリー
ダーを支える人材を、「右腕」と称して東北各県の NPO に送り込むプロジェクトのこ
とである。また、同じくこの右腕事業として、20 代女性の R さんが 2011 年 12 月末
から事務スタッフとして、れんぷくに入っている。F さんや R さんはれんぷくの事務・
経理等を引き受け、会議等で事務所を空けることの多い S さんや M さんに代わって、
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事務所に常駐し電話応対等も行っていた。 



















務めており、2012 年 6 月時点では仙台市・多賀城市・名取市・岩沼市のいずれかの地
域で復興支援活動を行う団体のうち、8 団体への資金助成が決定されている。 









査では、地元・非地元合わせて 568 団体から回答が得られている。 











れんぷくも 2012 年 2 月に宮城県知事からの感謝状を授与されている。この感謝状に








2012 年 5 月頃になると状況が大きく変わった。事務局長 S さんの契約を更新しない
ことをせ・みが決定したのである。その後 5 月末に S さんはれんぷくを辞し、それに
ともなって事務次長 M さんも退職している。また、A さんや「右腕事業」のスタッフ
の F さんと R さんもれんぷくとの契約終了を決め、れんぷくの事務局は当面の間 JPF
の出向スタッフとせ・みの代表理事でもある B さんで運営していくこととなった。 
れんぷくのその後の事業については、2012 年 7 月に発表された事業報告書に記述が
ある。ここでは、2012 年 6 月 1 日から 6 月 30 日の内容として、以下の記述を引用す
る。 
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    6 月からは、事務局体制を改編、3 つの事業内容から「つなぐ事業」のみに絞り
込み、みやぎの復興に向けて、被災地や被災地で支援活動を行なう団体を支える、








   6 月中旬には、3 県の連携復興センターの活動の一環で神戸を視察。17 年後の
被災復興の様子を視察し、神戸まちづくり研究所との情報交換を行なった（みや










ているという。こうして S さんの理念の下に活動を行ってきたれんぷくは、S さんの
辞職を機に大きな転換期を迎えている。 
 以上、筆者が述べてきた(1)から(4)の一連の流れを示すと図 1 のようになる。2011






































 筆者は、第 2 節において、中間支援組織の役割にはインターミディアリ （ーNPO の
仲介）というものがあり、災害時にはそれに特化した組織が必要とされると述べてき






















































図 2: 災害サイクル 
出所: 浦野（2008）と林（2005）をもとに筆者作成 
 
























たスタッフの辞職を機に、れんぷくの業務は転換した。2012 年 6 月の時点ではスタッ
フの数が減少し、それまでの業務のうち、1 つのみに絞り込んで活動を行うというこ
とが、ここでいう転換の例である。 
つまり、以上の流れは、筆者が第 3 節の図 1 において表した、れんぷくの活動の 4
つの段階に即しているものである3。しかし、次の災害は必ず発生する。すなわち、林
































東日本大震災による被害は甚大で、本稿を執筆している 2013 年 3 月現在において
も全ての瓦礫はいまだ撤去されておらず、被災者は仮設住宅での生活を余儀なくされ
ている。筆者がこれまで述べたように、災害は「出来事」ではなく「過程」である。
その意味で、2011 年 3 月 11 日からの東日本大震災は未だ続いているのである。 
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